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　バブル崩壊後15年を経て漸く再生軌道に乗り出した日本経済、いま再びその成長戦略の軸足を海外、
つまりグローバル市場にシフトしだした。ただその‘場’の様相は、ＩＴの革命的進化が齎す世界経
済の水平化、途上国の世界経済への参画、大型グローバルＭ＆Ａの増大、等々でかつてのそれとは大
きく異にする。こうした変容する環境下、日本企業にはその戦略経営のあり方が問われてくる。本稿
はその検討のためのプロローグ作業として、グローバル経済の変容の姿を実践的視点から分析し、日
本企業としての戦略経営への基本軸を考察するものである。
Japan’s economic recovery from its stagnation of the 15 years since the bursting of its asset bubble is
finally under way, returning the country’s economy back to normal health and again shifting its pivoting
foot of growth strategy to the global market. In the meantime, the rise of emerging economies , in the
revolutionary progress of IT, is rapidly re-shaping the global economic structure. This transfiguration of
the global economy has just pushed Japan’s cadres of top management to reinforce their company strategies
for future development. This paper is to refer to the actual situation of the transfiguration for the further
study on the future direction of strategic management of Japan’s corporation.
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１．新次元に入った日本企業
日本経済の再生：
　バブル崩壊後15年を経て日本経済は漸く再生
の軌道に乗ってきたといえそうだ。
　日本経済にとって、この15年間とは、冷戦構
造の崩壊（’89）で西側と東側の「仕切り」がは
ずれ、政治的、経済的にもグローバリゼーショ
ン、国際競争の荒波に放り込まれた 15年間で
あったが、それはまた、その‘変化への対応’の
期間でもあった。この間、日本経済の足かせと
されてきた「雇用の過剰」、「負債の過剰」、そし
て「設備の過剰」の解消に向け、多大の企業努
力が払われてきた。そしていま漸く再生軌道に
のってくると同時に、再び日本企業はその底力
を発揮しうる可能性を秘め始めた。（１）これらプ
ロセスはこれまでの日本経済の特徴と指摘され
てきた、いわゆる「関係依存型システム」が、
「市場依存型システム」へと変化するなかでの企
業対応のそれといえる。
成長戦略の軸足を海外に移しだした日本企業：
　そこで、今後のテーマはといえば、いかに持
続的な成長を確保していくかということとなる。
それは、日本経済の成熟化に加え、少子高齢化
から懸念される国内マーケットの縮小化を超え
て向かうこととなるのだが、その方向は、成長
市場における規模の拡大、つまり‘足し算’の
戦略経営が求められていくこととなる。そして、
その‘場’は、といえばまさに拡大を示すグロー
バル・マーケットの中に求められる。今年６月
英ピルキントンを買収した日本板硝子の藤本社
長のコメント「事業拡大は日本だけでは見込め
ない」はまさにこの点を衝くものだ。経営の合
理化、つまり割り算の経営を堅持しながらも、拡
大するグローバル・マーケトを通じての成長戦
略による足し算の経営こそがこれからのテーマ
となる。そしていま再びその成長戦略の軸足を
海外に移し出している。
問題意識
　ところで、日本企業が再び目のあたりにする
世界経済はこれまでの様相とは一変したものと
なっている。20世紀末においては主に日本とド
イツ、そして米国がグローバルな経済競争を規
定していた。それが21世紀に入って、グローバ
ル競争は劇的に変化した。新たな競争相手の台
頭、新たな形態のグローバル競争の進行がその
背景を為すところ、それが日本や米国、その他
諸国に新たな機会を齎すとともに、深刻な課題
をも突きつけている。加えて、現下のクロス・
ボーダーで進行するＭ＆Ａは世界的広がりでの
産業再編をイニシエートし、そこでは新たな競
争関係をもたらすところとなっている。とりわ
け今年７月、新興資本（インド系資本）のミタ
ル・ステイールが世界第２位の欧州企業アルセ
ロールをＴＯＢで買収したことは、まさにグ
ローバリゼーションの変容を体現する事案とし
て世界的な関心を集めるところとなった。今後
グローバル競争を通じて成長を図る日本企業と
しては、これら変化にいかに対応していくのか、
新たな行動対応が問われていくこととなる。
　以下、本小論ではグローバリゼーションの変
容をキーワードに、企業の戦略行動の実際の観
察を通じて、その‘変容’の実情と本質を見極
めると共に、日本企業として対峙していくべき
課題等、戦略的経営への基本軸につき考察する。
もって新たな企業行動論、構築へのプロローグ
とする。尚、ここでいう戦略的経営とは、企業
の進むべき方向を管理し、企業の業績を伸ばす
戦略を立案し、その実行を目指す経営を含意と
する。
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２．グローバル経済の変容
― 新たな競争相手の台頭、新たな競争環境
ザ・ワールド・イズ・フラット
　世界的経済ジャーナリスト、Ｔ．フリードマ
ンはインドでの企業の現場体験から世界はいま
やフラット化したという。つまり国際ビジネス
を進める上で障害ともなってきた、時間差、空
間、国境の障壁が劇的に消滅してきているとし、
その様子を、ネットで世界と繋がるインドのソ
フト企業にとって、欧米企業と取引するのに時
差もなければ太平洋もヒマラヤ山脈もないのと
同じような環境になった、と言い、輸送コスト
が下落した製造会社にとっても世界は同じ目線
で見えるという。（２）
　もとより、歴史的パースペクテイブからは、こ
の方向を決定付けたのは“ベルリンの壁”崩壊
に他ならない。が、このカベを吹き倒した背景
にある変化、つまり通信方法の変化（技術革新、
ＩＴ革新）、投資方法の変化 （金融の自由化とＩ
Ｔの融合）、そして、世界の動きを知る方法の変
化（ＴＶ、電波、通信行政の自由化）こそが世
界経済のグローバル化を進め、更にはフラット
化を進めてきた。そしてそれは今なお進化の中
にある。Ｔ．フリードマンはこの変化を通して
世界は、「グローバリゼーション第三時代」（３）の
新しい段階に入ったという。この新たな段階に
入ったとするグローバリゼーションの特徴は、
これまでのグローバリゼーションが欧米企業の
主導の下に進んできたのに対し、今日のそれは、
非西欧、非白人主導の下、個人的ネットワーク
とコラボレーションを通じて進行している点で、
その様相はこれまでのそれとは質的（競争関
係）、量的（マーケット）に大きく異にする。
　確かに、グローバリゼーションの進行が高ま
るなか、そのグローバリゼーションを特徴づけ
る要因として挙げられるのが、世界経済におけ
る BRICs（４） 等に代表される途上国の台頭であ
り、その機能と位置づけの変化といえる。
　ＩＴの進化が経済のより一層のcommodity 化
を促すなか、先進国は経済の脱工業化、知識経
済化を進める一方、ベーシックなインダスト
リーについては途上国へのシフト、ＢＰＯ
（Business process outsourcing）を進めてきた。途
上国へのアウトソーシングと言えば、データー
入力、コールセンターによるカスタマー・サー
ビスなどすぐに浮かぶところだ。しかし、この
シフトに適応してきた、つまり自分のものとし
てきた途上国は結果として技術力、経済力を身
につける処となった。そして、更なる世界的な
デジタル経済への移行で、いまでは高度に複雑
な製品やサービスを提供できるサプライヤーと
なるようになり、また下請け業者となる上での
技術、原料、資金を調達する機会が与えられる
ようになってきたことで、いまではソフト開発、
商品設計、医薬品のＲ＆Ｄなどスキルを要する
仕事までが途上国に流れ出している。そこに途
上国台頭の意味があり、世界的な企業活動のあ
り姿が大きく変化しだしたことを語るところだ。
　世界経済にあって予て途上国は、単に原料を
先進国に輸出し、そこで加工された製品を輸入
する先、とされてきた構図観はもはや非今日的
ということであり、アップ・ストリームとダウ
ン・ストリームといったタテ関係を軸として進
んできたこれまでの先進経済と途上経済との関
係が、いまやヨコの関係へとシフトしてきてき
た事態の変化を語る。それは途上国が先進国企
業の発展プロセスに於いて内生変数になってき
たということといえ、まさに変容するグローバ
リゼーションの姿をそこにみる。
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New Contenderとグローバル競争
　かかる環境変化の背景をなす、BRICs等、途
上国の世界経済への参加は、いまや N e w
contender（新たな競争者）として、新たな競争
環境を生み出し始めている。彼らの多くは、日
本企業、或いは韓国企業のように保護された自
国市場で体力を得て、後に世界市場に打って出
たということではない。実は自国市場がすでに、
国内企業と海外企業が激しくつばぜり合いを凌
ぎあう市場にあるということ、そしてその点で、
彼らはより資本原理主義的であり、常に企業と
して利益を確保できる力を備えてきていると言
うことだ。昨年、中国のレノボが110億ドルでＩ
ＢＭからＰＣ事業を買収したことで当該業界に
大きなインパクトを齎したが、インドのソフト
企業Infosy、Tata Consultancy そして Wipro は約
6500億ドル市場の技術サービス産業の地図を塗
り替えてきたと分析されている。また南アの
ビール企業SAB-Miller社は米国ビール市場での
Anheuser-Busch Cos’ の主導権を奪い取ろうとし
ている等、今まで耳にすることのなかった途上
国企業の世界市場への参入は激しい。（５）彼らの
台頭はまさに競争の仕方を急速に変える存在と
なってきた。
　かかる競争環境の変化は、欧米先進企業をし
て、今後彼らと伍して持続的成長を図っていく
上で、当該戦略の再構築を余儀なくさせる。と
同時にそこでは、従来からのコンセプトの塗り
替えが迫られ、これまでの先進国の観点とは、明
らかに異なるグローバリゼーションの視点が重
要となっていく。昨今伝えられるアップルのビ
ジネスモデルやＩＢＭのそれは、そうした事態へ
の対応‘変化’をうかがわせるものだ。
　因みに、世界市場においていまや 75％もの
シェアーを持つといわれるアップルの携帯音楽
プレーヤーiPodについていえば、当該商品のコ
ンセプトやデザイン、機能などの主要様式は
アップルが手がけるが、部品を含めた製造はほ
とんど外部メーカーに依存するという。アップ
ルは半導体産業で言うフアブレスにとどまる。
つまり持ち前の独創的なデザイン力に加えて、
この「フラットな地球」を100％活用して開発期
間の短縮、汎用部品の徹底活用などハードの競
争力を高めている。さて、日本企業の対応はど
うか。つまりアップルのように誰もが利用でき
る、汎用性ある社外の経営資源を用いて、商品
価値の源泉になる差異を作り出すというのでは
なく、価値は自社内から生み出そうとする。そ
れには半導体やパネルなど戦略的な部品やデバ
イスを自社で開発し供給する必要があるのだが、
まさにアップルの対極にある。
　また前出、選択と集中でＰＣ事業を中国レノ
ボに売却し、その後、業績を向上させてきた米
ＩＢＭの場合、今年６月、初めてインドで開い
たＩＲ会議でパルミサーノＣＥＯは「知のグ
ローバル化」を掲げ、インドを軸に人材配置を
世界で見直し、研究開発力の強化と、そして‘顧
客対応力の強化’の戦略を強調し、ステークホ
ルダーに訴えた。（６）
　こうした経営資源を世界各地の拠点に最適配
分する手法が、実は、いま米企業経営の新たな
潮流となりつつある。経営資源の再分配を通じ
て好循環を獲得しようというものだが、まさに
グローバリゼーションの変容を経営に取り込ん
だ対応というべく、それは新規顧客とコスト削
減の機会を意味し、併せて先進的なイノベー
ションの利用機会の可能性をも示唆する。（７）
人材を巡るグローバル競争
　こうした変容が進むなか、注目すべきは経営
人材の確保を巡って、先進国と途上国との間で
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グローバル競争が起こっていることだ。これま
で途上国からの研究者、学生の先進国への流入
が、なかんずく米国だが、イノベーションシス
テムの強化に重要な役割りを果たしてきた。こ
こ数年は多くの先進国が自国のイノベーション
システムの強化に努め、優秀な科学者、技術者
の受け入れに力を入れている。欧州諸国、フラ
ンスの研究所では英語を共通語に採用するとか、
ドイツの大学院課程の講義に英語を使用するな
ど、いずれも中国やインドから才能ある人材を
引きつける目的だ。とりわけフランスのビジネ
ス・サークルでは‘周辺の理論’と称して、政
府とも連動した周辺諸国からの人材の受け入れ
に必死だという。ついでながら日本について、彼
らは、アジア諸国、とりわけ中・韓との関係の
現状からは‘周辺の理論’の適応は無理だと言
う。少子高齢化にある日本企業としても、グロー
バルな視点からの人材戦略の構築が問われる処
だ。
　一方、中国やインドでは海外にいる自国研究
者、学生の多くを呼び戻し、より多くの有能な
学生を国内に引き止めることで、この人材確保
の競争に加わってきている。
　特に中国の場合、文化大革命の負の遺産とも
いうべく有能な中間管理職の人材が乏しい。そ
の点、中国企業においては欧米企業の幹部を積
極的にヘッドハントし、一層のグローバル企業
化（技術面でも、対投資家イメージ的にも）を
図らんとしている。例えば、前出、レノボでは、
昨年末、デル・コンピューターのアジア・パシ
フイックのヘッドであった米幹部を自社のトッ
プに、この６月には上海自動車工業が、昨年ま
で中国在のＧＭ代表だった仁を同社国際事業の
ヘッドに引き抜いている。他方、一部の中国企
業については既にグローバルレベルで質は高
まってきており、欧米企業トップが中国企業に
“jump ship”する動機のひとつともなっている。
もはや将来的にはこれらポストへの競争は熱く
なっていくものと見る。（８）
３．クロス・ボーダーＭ＆Ａと産業再編
―ミタルのアルセロール買収とその意義
　上述世界的な競争環境の変化に加え、いま最
大注目されるのが国境を超えた世界的な産業再
編の急展開だ。素材産業では、世界分散生産を
進める自動車、エレクトロニクスメーカーなど
の需要に応えるために世界的な供給体制を整え
る必要があること、加えて中国、インドをはじ
めとする途上国の需要拡大を受けて、世界シェ
アー上位の企業が規模拡大を目指した企業買収
が活発化する一方、通信、電力等インフラ産業
では自由化による競争激化の結果、企業集約が
加速している。（９）更には経営不安にある米ＧＭ
などビッグ・スリーの不振も自動車再編の要因
になりつつある。もとよりこれら変化はこれか
らの企業運営を考えていく上で更なる重要な視
点を与える。
　以下ではその規模 （10）とグローバル経済に与え
る影響度等を勘案、この７月、成立みたミタル・
ステイール社（蘭）によるアルセロール社（ル
クセンブルグ）買収にフォーカスし、その買収
行動が映し出すグローバリゼーションにみる新
たな動きとその意義を見極める。
ミタルの買収戦略
　ミタル・ステイール社は、インド生まれのラ
クシュミ・ミタル氏が1976年、インドネシアに
設立したことに始まるものだが、90年代からは
中央アジア、旧東欧といった新興市場国での製
鉄所の買収を繰り返すことで規模の拡大を図り、
2005年には米鉄鋼大手のＩＳＧ社を買収するこ
とで、世界の鉄鋼業界N0.１（年産６千万トン）
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となった企業だ。一方のアルセロール社は仏、
西、ルクセンブルグの鉄鋼三社が合併して、2002
年に発足したもので、ミタル社に次ぐ世界 N0.
２（年産4.7千万トン）の鉄鋼会社だ。それだけ
にNo.１、No.２の二社が統合されるということ
は、単に世界の鉄鋼業界に与える影響のみなら
ず、関連産業へ与える影響の広がりの大きさが
予想されるだけに世界の関心の高さはいうまで
もない。加えて、インド系資本が欧州の有力企
業を買収せんとする構図は、上述、グローバル
経済における構造変化の様相を語るシンボリッ
クな事案として受け止められ、そうした点でも
世界的な関心を呼ぶところだ。
　いま少し、ミタルの買収行動を見るに、極め
て戦略的なプロセスを描ききっていることが理
解できる。ミタル会長は、予て中国の輸出攻勢
に対して危機感を持つ一方で、自社が将来的に
生き残りの為には最低ラインとして世界の鉄鋼
生産（10億トン）の１割、つまり１億トン生産
規模の確保を持論としてきた。そして、今回の
アルセロール買収の成功でその実現をみる処と
なった。ミタルは前述のとおり、2005年春に米
鉄鋼大手ＩＳＧ（Bethlehem, Inland Steel, Ispatの
三社が合併：年産5,000万トン）を買収し、北米
で自動車用鋼板の最大手となっているが、現在
は中・東欧に五か所ある大型製鉄所に生産技術
を移管中といわれており、欧州の大手自動車会
社等を取引先に持つアルセロール買収の成功で
西欧展開に大きく弾みがつくこととなる。それ
は、まさにグローバル市場への戦略対応として、
Ｍ＆Ａを介して独自の競争ポジションを構築し
ていかんとするものであり、いうなれば持続可
能な競争優位を確保していく姿として映る。
‘アルセロール買収’のグローバル・インパクト
　今回、世界鉄鋼生産の１割を占める巨大企業
の誕生が世界経済に齎す影響は極めて大きい。
そのひとつは、グローバルな供給体制の確立が
可能となったことだ。プライシング・リーダー
として、鋼材市況が高値安定すれば収益水準は
更に上向くことになる一方で、川上の鉄鉱石・石
炭会社や川下の自動車メーカーに圧倒的な交渉
力を持ちうることでそれが可能になったという
ことだ。一つの企業統合が業界や国境を超えた
ドミノ再編の引き金になるケースは既に日産・
ルノーの事例（11）が示すところだが、買収成立に
より取引先の自動車や資源産業にも玉突きで及
ぶ可能性は十分にあり、またこれが彼らの期待
する処でもある。次にミタルは将来２億トン生
産を目標としているといわれており、その点で
は、米国から欧州へと買収を仕掛けてきたミタ
ルとしてはその矛先をアジアに向けてくること
が予想され、その際は韓国ポスコが標的かとも
いわれているが、日本鉄鋼業界も穏やかではな
い。（12）寡占が寡占を呼ぶ連鎖がどう波及するの
か、その見極め如何がまた新たな戦略を要求し
ていくこととなっていく。
グローバリゼーションとナショナリズム
　ところで、ミタルによるＴＯＢの発表直後、仏
シラク大統領・ドビルバン首相とルクセンブル
グのユンケル首相はミタルのアルセロール買収
提案に断固反対する旨のコメントを出す一方、
スペイン政府も当該買収に対する懸念の意思表
示をおこなった。前述のとおり、アルセロール
は、ルクセンブルグ、仏、西の鉄鋼三社が合併
してできた企業であり、各政府とも当該ステー
クホルダーとして影響力をもつ立場にある。そ
れ故に、雇用確保の観点から、人員削減などに
繋がりかねないミタルの買収に反対するという。
しかし、その底流には、インド資本のミタル氏
に買い取られることへの一種レイシズムにも似
た国民感情が、あるとも伝えられる。
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　これまで、安い労働力を求めて海外移転を進
めてきた欧米諸国には今日のような“逆流”は
予想もしていなかったといえる。付加価値の低
い産業を途上国に移し、自らは付加価値の高い
産業にシフトしていくことで資本の流れは永久
に一方方向と思ってきた。ところが、先進国で
産業の高度化と再編が終わる前に、途上国の企
業が力をつけ、グズグズしている先進国企業を
買ってしまう、ミタルの事案はこういった構図
をより一層鮮明とする。
　
　今日のグローバリゼーションは、各国経済の
グローバル化、各国市場のグローバル化、ヒト
のグローバル化に加えて、企業と政府が一体と
なった戦略対応が大きな要因となってきた。し
かし、上述ミタルの買収提案に対する欧州関係
諸国のネガテイブな反応、或いは昨年の中国企
業による米ユノカル買収提案に見られた米議会
の反発等々、欧米での保護主義的な動きの高ま
りは、グローバル経済の発展をチェックしかね
ない、一種ナショナリズムの再燃をも思わせる。
しかし、既に世界の経済力は急速に‘南’に移
り、中国、インドは世界経済の牽引車として米
国に取って代わりつつある。そしてその現実を
ミタルの買収行動に見出すとき、彼らの台頭に
快く思わない（13）先進国側の論理が、一種、焦り
ともいえる対応を映す。しかし、この買収行動
こそは、もはやグローバリゼーションが促す世
界経済の質的・構造的変化を語る合理的なプロ
セスであり、とすればそれら新興経済のダイナ
ミズムを積極的に取り込んだ新たな成長戦略の
再構築が必要となっていることを示唆する。か
つてフランスのＪ．アダは、‘グローバル化は、
社会的空間の全体が資本の法則に徐々に従属し
ていくという長期的傾向に包摂された出来事で
あるように思われる’（14）と看破したのだが、ミ
タルの買収行動はまさにそれを体現する動きと
いえよう。
４．日本企業の課題
グローバリゼーション・リスクの含意
　2001年10月、ホンダは中国にあるオートバイ
事業の合弁会社天津本田摩托を中国最大のオー
トバイメーカー、海南新大洲摩托車と合弁し、新
会社、新大洲本田摩托を起こした。ホンダのそ
のパートナーとは、自社の設計を真似た「模倣
車」で伸びたメーカーだったことだ。先進国の
価値基準からすれば摸倣で業界最大手にのし上
がるなど許せる話しではない。知的所有権など
を盾に敵対してもよさそうな処、なんと、ホン
ダは自身の設計をまねて伸びてきたメーカーと
手を結ぶ挙に出た。その心は「重要なのは模倣
だろうと何だろうと圧倒的に安いオートバイを
中国メーカーが作ることが出来て、この市場で
広く受け入れられているということだ。メー
カーとしてこの事実は謙虚に受け止めなければ
ならない。品質が高いから日本メーカー車が高
いのは当たり前、といったおごりがなかったか、
もう一度勉強させてもらうというのが今の気持
ちだ。」と、当時の本田汽車（広東省広州市）、門
脇総経理は言う。（15）強大化する生産力に対抗す
るというのではなく、むしろパートナーとして
その力を取り込む姿勢は、進出市場の知財権に
かかる特異な脅威を味方にした、グローバル・ビ
ジネス戦略上の進化ともいえよう。
　因みに、この合弁手法をとった背景を分析す
ることでホンダの中国市場での成功要因が読み
取れる。ホンダの中国との付き合いは ’81年重
慶の国営会社・嘉陵工業との技術提携に始まる。
その後、同社とは提携を発展させ、嘉陵本田と
いうジョイントベンチャーをスタートさせ、二
輪の生産を始めた。そして相前後して天津市、広
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州市といった地方政府ともジョイントを組み、
天津本田、五羊本田を興し、90年代初めには三
つの生産拠点を確保した。そしてこの三つの拠
点がホンダの中国戦略にとって重要な役割りを
果たしたという。本田技研工業の吉野社長（当
時）は「中国の人たちがどの程度の技術力を持
ち、どういうモチベーションで仕事に取り組ん
でいるのか。共に働いた経験がなければなかな
か分からないデータがホンダには蓄積されてい
た。こういった二輪での蓄積は、自動車の生産
を始めるに当っても、大変有利に働いた」（16）と
いう。
　従来、グローバル経営における戦略課題とし
て、「地域への対応」（local responsiveness）、「グ
ローバル・レベルの効率」（global efficiency）そ
して「グローバルなコンテクスト」（learning in a
global context）への対応（17）が指摘されてきてい
るが、ホンダのこうした経験は新興市場への進
出にあたっては極めて示唆に富むものであり、
これら三つの課題への挑戦として評価される処
だ。
　さて、ＬＳＢ（ロンドン・ビジネス・スクー
ル）のH. Korine（2002）は企業のグローバル化
を進めていく上で対峙していくリスクを、
Imitation risk （グローバル化による競合他社への
コピー問題）、Unsustainability risk（乗っ取られ、
失敗、等維持できなくなる問題）の二つに整理
する一方、グローバル化を回避しようとしても
今日の世界経済にあってはいずれの企業も、グ
ローバル競争の環境にまき込まれていくことは
避けられず、その過程においてElimination risk
（市場シェアー確保の問題）とExclusion risk（ビ
ジネス・パートナーとの合理的関係維持の問
題）のリスクを託つことになる、という。つま
り、グローバル化を進めることで新たなリスク
と対峙することとなるが一方で、リスクを超え
る為にも新たなグローバル化は避けられない。
とすれば、それぞれを受容しながらも、戦略的
に経営の意思としてグローバル化を図ることで
優位な企業としての成長が確保されていく、と
の理論を展開する。（18）
　加えてその際は、急速に変化するグローバル
競争環境にあって、如何にタイムリーな市場対
応を図っていけるかが問題であり、したがって
市場との時間、空間の幅を如何に圧縮していけ
るかが戦略課題となる。そして、そこでは従来
いう Comparative Advantage（比較優位）、や
Competitive Advantage（競争優位）を超えた
Compressive Advantage（圧縮の優位）の確保こ
そがカギとなると言う。（19）前述、ＩＢＭが展開
する顧客対応力の強化戦略とは、まさにこの‘カ
ギ’の確保を狙うものに他ならない。
世界で、世界とどう戦うか
　冒頭、日本企業の成長戦略の基本軸がいま再
び海外にシフトしてきた、との認識を得て、経
営環境としての‘海外’を、‘グローバル経済’
として、その変容の姿を浮き彫りにする形で分
析的に観察した。そこでのキーワードはまさに
BRICs に象徴される‘エマージング・エコノ
ミー’（新興経済の台頭）と‘クロス・ボーダー
Ｍ＆Ａ’（国境を超えた企業買収・合併）であり、
それらがグローバルな経済競争を劇的に変化さ
せ、企業はマクロ的にもミクロ的にも数多くの
リスクに晒されるとともに、あらゆる企業がＭ
＆Ａの対象に挙がる時代環境となってきたこと
を意味する。ただ注目すべきは、その変化のな
かで、エマージング・エコノミーの膨大な成長
需要を反映、鉄鋼、自動車などの世界的需要増
で様々な産業が新たな成長期にはいっていると
いう現実だ。とすればこの世界経済の急拡大を
経営・情報研究No. 11（2007）
－ 43－
とらえて対応を進めない限り、企業は持続的成
長を確保していくことは難しくなっていくこと
になる。
　翻って、わが国企業活動の立場からは、日本
経済の現実は急速なデイレギュレーションと市
場経済化の推進を通じて既にグローバル経済の
枠組みに深く組み込まれている。とすれば21世
紀に生きる企業としては、‘グローバル経済の枠
組みの中の日本企業’として総括をし直し、そ
の思考軸を従来の‘国内での競争’、‘海外での
競争’といった二項対立的アプローチに置くこ
となく、グローバルな次元へシフトしたものと
していくことが求められる。それは、グローバ
ル経済のなかの企業として‘世界で、世界とど
う戦うか’を示していくことにほかならない。そ
して、そこでは時間を巡る経営圧力の高まる中、
‘Compressive advantage’（圧縮の優位）を如何に
確保していけるかがカギとなるのだが、その際
は上述、二つのキーワードを如何に戦略的にマ
ネージするかが課題となる。下図はこれらの論
理を整理し、構図化したものだ。
　因みに、今なお世界的に稀有なM＆Aの成功
例として評される99年のルノー・日産のM＆A
（彼らはグローバル・アライアンスというのだ
が）の戦略経営の構図は下図に照らすことで、よ
り鮮明となる。つまり、
（1）“グローバル産業構造の変化”のベクトル：
ルノーを巡る当時の経営環境は、EU統合の進
行、中・東欧市場の開放をうけ欧州自動車業
界は欧州戦略、グローバル戦略の再構築を迫
られる環境にあった。そして1998年の独ダイ
ムラーと米クライスラーの合併は一気に自動
車業界のグローバル化の流れを創るとともに、
世界的な業界再編の動きを惹起した。一方、
（2）“グローバル経済の拡大”のベクトル：90年
代末の市場経済化を契機として急速な成長を
始めた中国・インド、加えて97年のアジア経
済危機を乗り越えて成長をはじめたアジア経
済、いわゆるエマージング・エコノミーの世
界経済への台頭は自動車市場の拡大を促し新
たなビジネス拡大の機会が生まれてきた。そ
グローバル競争の構造変化と企業戦略
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して、上記（1）と（2）のベクトルが合流す
ることで（3）自動車産業をめぐる競争環境は
きわめて構造的かつグローバルに変化しだし
た。
　そうした環境変化への深い認識と、当時（ボ
ルボとの合併交渉に失敗後）のルノーの置かれ
たマーケット・ポジションにも照らし、ルノー
としては将来成長への戦略としてグローバル化
路線を選択（20）するとともに、時間を巡る経営圧
力の高まるなか、‘世界で、世界といかに戦って
いくか’を日産とのアライアンスを軸とした戦
略経営として語ることで、新たな価値創造の経
営の実現を目指してきたといえる。具体的には、
ルノーが経営権を持った後は、トップ・マネジ
メント（ゴーン社長）のステークホルダーに対
する強力なコミットメントを通じて組織統合を
効果的に進めてきたことで今日の成功をみた。
言い換えれば、ルノー・日産のグローバル・ア
ライアンスの成功のカギはまさにM＆A後にお
ける組織統合のプロセスにあったと分析される
ところだ。ただ、日産とのアライアンスについ
て、当時、シュバイツアー会長が大株主の仏政
府に対して「日産という企業と提携することに
はリスクがある。しかし、業界の変化に手をこ
まねいてみている方がもっとリスクが大きい」
（21）として説得したという、その経営判断のもつ
意味の大きさは指摘されるべき処だ。
　かかる経営の外的、内的コンテクストの合理
的追求による戦略的経営のプロセスは、その限
りにおいて極めて論理的なそれであり、新たな
環境に向かう日本企業にとって示唆的であると
同時に、今後とも世界的に増大が予想されるM
＆A（22）のあり方についても、多くの示唆を与え
る処だ。
　ただ、日本企業にとっては何よりも、ゴーン
革命ともいわれた日産の経営革新が、日本の企
業経営に内在する不合理な要素の改革を促し、
企業としての合理性追求の経営姿勢を広く植え
つけていったこと、そして外資効果への評価の
高まりと、日本企業の更なる発展のためにも外
の血（外資）を入れていくことの合理性を実感
させたことの意義は極めて大きい。
　併せて、新興国企業との対応関係も同様に受
け止められていくべき環境にある。日本企業の
場合、より成長市場たるアジアのダイナミズム
を取り込んでいくことが不可避というべく、そ
の点では先のホンダの中国戦略にも一つの大き
なヒントが与えられる処だ。加えて、この９月、
ブラジル国営石油会社、ペトブラスによる日本
の精製会社、南西石油（沖縄）の買収計画が伝
えられた。（23）彼らの狙いはアジア市場。そして
その戦略のポイントは沖縄の立地を活かすべく、
ブラジルから持ち込む重質原油を精製して産業
用燃料として中国、東南アジアで需要のある重
油が低コストで生産されるという処にある。既
に中国企業による日本企業の買収は見られ、今
後日本企業の海外でのＭ＆Ａが活発化するのと
並行してBRICs企業による日本企業の買収事例
も本格化していこう。その多くは、資源やエネ
ルギー分野での対日、対アジア戦略の拠点確保
であったり、技術はあっても資金や営業力に乏
しい日本企業が対象となることが想定される。
　そうしたＭ＆Aは結果的に彼らと「市場と資
源」或いは「資金と技術」を交換することにな
り、日本の資源安定調達や日本企業の停滞打破
のきっかけになる可能性もある。
　こうした動きに日本企業としては、前出、ミ
タルやユノカルに見られたようなネガテイブに
反応することなく、この際は自社に欠けた経営
資源、成長機会を彼らから積極的に取り込み、明
日の成長のため共存共栄に進む知恵を持ち合わ
せていくことが求められる処だ。
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　かつて、Ｐ．ドラッカー（1995）は、企業に
とって本業とする仕事とは、第一には‘今日の
事業の業績を上げること’、次に、‘潜在的な機
会を発見し実現すること’、そして、‘明日のた
めに新しい事業を開拓すること’（24）の三つをあ
げている。それはより今日的に表現するとすれ
ば、企業の使命は、リスクに挑戦して明日への
新たな価値創造の追及にある、といえ、その点
で、このシンプルなまでの彼の指摘は、今日的
新しい環境にあって、企業経営を支えていく上
で、尚一層示唆的といえよう。
　かくして、エマージング・エコノミーの台頭
を受けて大きく変容するグローバリゼーション、
‘この変化流こそが成長の可能性を極大にする’、
との視点にたった経営判断とその実践がいま改
めて求められる。時間を巡る経営圧力の高まる
中、‘世界で、世界とどう戦っていくか’、つま
り 環境の変化を自社の発展との関係で注意深く
見極め、自社の進むべき方向を語り、その実現
のためには、リスクを受容しつつ打つべき手を
打つ、こうした戦略経営を可能とするManage-
ment Discipline の確立とその仕組み作りが改めて
求められる。それはいうなれば、経営における
イノベーションにほかならない。そしてその際
は、前述フランス等での対応にも照らし、有能
な人材をいかに将来的に確保していけるか、が
カギとなる。日本企業にとってそれはまさに今
日的経営の基本軸にあり、同時に経営者リスク
とされるところだ。そして今、それを巡る更な
る研究が大きな課題となってきた。
以　上　
注
（１）上場製造業1,717社で2005年度の損益分岐点比率
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